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雇用保険制度の財政構造

労働保険特別会計（雇用勘定）の仕組み

雇用保険では、失業等給付、育児休業給付、雇用保険二事業を実施しており、これらを区分経理している。
※ 令和２年改正法により、令和２年度から育児休業給付を失業等給付から切り離して区分経理（育児休業給付について給付と負担の

関係を明確化して均衡の取れた財政運営とするとともに、その他の給付について景気の動向により的確に対応できるようにするため。）

保険料負担は、失業等給付・育児休業給付は労働者・事業主折半。雇用保険二事業は事業主のみ。

保険料収入（雇用保険部分）

失業等給付
労働者・事業主からの保険料

料率 8/1,000

育児休業給付
労働者・事業主からの保険料

料率 ４/1,000

雇用保険二事業
事業主からの保険料
料率 3.5/1,000

失業等給付

雇用勘定

雇用保険二事業育児休業給付

積立金 雇用安定資金育児休業給付資金

国庫負担（一般会計）
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失業等給付に係る雇用保険料率、国庫負担率、受給者実人員及び積立金の推移

※1 平成14年度は10月から弾力条項により0.2％引上げ。
※2 令和2年度から育児休業給付費にかかる雇用保険料率（4％）を切り離している。
※3 国庫負担率は、基本手当分について掲記している。
※4 令和4年度の保険料率は、4～9月＝0.2％、10～3月＝0.6％であり、平均して0.4％としている。
※5 令和4年度以降の国庫負担割合は、雇用情勢及び雇用保険の財政状況に応じて1/4又は1/40（別途一般会計からの繰入も可能）であり、令和5年度は1/40。
※6 積立金残高は、令和4年度までは決算額。令和5年度は前年度の決算及び令和５年度当初予算を踏まえた見込額。

過去最高
64,260億円

〈令和３年度補正予
算による繰入れ〉

1.7兆円

（法改正による繰入れ）

3,500億円

25％（1/4）

20％（1/4×0.8）

2.5％（1/4×0.1）

13.75％
（1/4×0.55）

14％（1/4×0.56）

〈令和４年度第２次補
正予算による繰入れ〉

0.7兆円

積立金残高（億円）

国庫負担率
（基本手当）

受給者実人員（万人）

雇用保険料率

積立金（億円）
（基本手当の国庫負担率（％））

実人員（万人）
（保険料率（％））

（25％）

（13.75％）

（2.5％）

（20％）

（2.0％）

（1.0％）

（0.5％）

0.2%/0.6% ※4

0.8%
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1.4% ※1 1.6%

1.2%

0.8%

1.2%

1.0%
0.8%

0.6%

0.2% ※2

0.8%

※6
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雇用安定資金残高及び雇用保険二事業に係る雇用保険料率の推移
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（注1） H22年度に失業等給付の積立金から借入れ（370億円）、H24年度決算処理において積立金へ返還。
（注2） 令和2～5年度の安定資金残高には、失業等給付の積立金から借入れ額（R2年度：1兆3,951億円、R3年度： 1兆4,447億円、R4年度：590億円、R5年度：0.46兆円）を

織り込んでいる。
（注3）令和4年度までは決算額。令和5年度は前年度の決算及び令和５年度当初予算を踏まえた見込額。

（億円）
安定資金残高（左軸）

জ―

ঐ
থ
३
⑄
⑁
ॡ

0.35% 0.35%
0.3%

雇用保険料（事業主負担）
（右軸）

0.3%

（％）

0.35%

失業等給付の積立金から借入

Ｒ２～５累計見込 3.36兆円（注３）

（年度）
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２ ＜
N年度の支出（失業等給付費等）－（Ｎ年度における景気変動によって影響を受けない給付）

N年度末積立金＋（N年度の収入（保険料・国庫負担）－支出（失業等給付費等））
－（Ｎ年度における景気変動によって影響を受けない給付）

Ｎ＋２年度
保険料率

引下げ可能

失業等給付に係る弾力条項（徴収法第12条第５項）

１ ＞

（→ －4/1000まで）

（→ ＋4/1000まで）

雇用保険二事業に係る弾力条項（徴収法第12条第８項及び第９項）

N年度末雇用安定資金＋（Ｎ年度の保険料収入－二事業支出）

Ｎ年度の保険料収入
1.5 ＜

（→ －0.5/1000）

Ｎ＋２年度
保険料率
引下げ

更なる引下げ可能

労政審での
議論 （→ －0.5/1000）

Ｎ＋１年度の収支を見立て

N年度の支出（失業等給付費等） －（Ｎ年度における景気変動によって影響を受けない給付）

Ｎ＋２年度
保険料率

引上げ可能

Ｎ＋１年度の収支を見立て

N年度末積立金＋（N年度の収入（保険料・国庫負担）－支出（失業等給付費等））
－（Ｎ年度における景気変動によって影響を受けない給付）

Ｎ＋１年度の収支を見立て

雇用保険料の弾力条項の考え方

１．失業等給付に係る雇用保険料率は、原則８/1000（労使折半）(R4.4～９は2/1,000、R4.10～R5.3は6/1,000)

２．財政状況に照らして一定の要件を満たす場合には、雇用保険料率を大臣が変更可能。（弾力条項）

雇用保険二事業に係る雇用保険料率は、原則3.5/1000（事業主負担）

注１：景気変動によって影響を受けない給付とは、教育訓練給付及び雇用継続給付をいう。
注２：国庫負担額及び失業等給付費等には求職者支援事業に係るものを含む。
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雇用保険制度における国庫負担

現在の国庫負担の基本的考え方

雇用保険の保険事故である失業については、政府の経済政策、雇用政策と無縁ではなく、政府もその責任の一端を担うとの考え方から、
単に労使双方のみの拠出に委ねることなく、国庫も失業等給付等に要する費用の一部を負担している。

雇用継続給付（介護休業給付に限る。）・育児休業給付 費用の１／８（令和6年度まで 1/80（=1.25%)

※ 以下の給付については、国庫負担は講じられていない。 高年齢求職者給付金、就職促進給付、高年齢雇用継続給付、教育訓練給付

求職者支援事業 費用の１／２ （当分の間 11/40（=27.5%))

○ 国庫負担割合は、雇用情勢等に応じて機動的な対応が可能な仕組みとして、以下のとおりとしている。

・ 雇用情勢及び雇用保険の財政状況が悪化している場合※１ ： １／４ （日雇は１／３）
上記以外の場合 ： １／40 （日雇は１／30）

・ 一定の要件※２の下、上記とは別枠で機動的に国庫からの繰入ができる。

○ 当分の間、国庫負担は本来の55％の額に暫定的に引き下げている。（平成19年度～）
○ 雇用保険法附則第15条において、「できるだけ速やかに、安定した財源を確保した上で暫定措置を廃止する」とされている。
○ さらに、平成29年度から令和６年度までの間は、時限的に本来の10％の額に引き下げている。

○ 当分の間、国庫負担は本来の55％の額に暫定的に引き下げている。（平成23年度～）
※平成29年度～令和３年度は時限的に本来の10％の額に引き下げていた。

○ 雇用保険法附則第15条において、「できるだけ速やかに、安定した財源を確保した上で暫定措置を廃止する」とされている。

求職者給付 費用の１／４ or １／４０（基本手当、特例一時金）
費用の１／３ or １／３０ （日雇労働求職者給付金）

※１ 以下のいずれも満たす場合。 ・ 雇用情勢：前々年度の受給者実人員が70万人以上

・ 財政状況：前々年度の積立金の状況が、弾力倍率１未満

※２ 保険料率が①本則の料率（８／1,000）以上若しくは②次年度に本則の料率となる見込み（＝前年度の弾力倍率が２以下）である
場合、又は③積立金の状況や雇用保険財政の状況に照らして必要と認める場合（前年度の弾力倍率が２を超える場合で、当該年度の
雇用情勢等が急激に悪化している場合）。

なお、この仕組みにより繰り入れた額は（※１）の弾力倍率の計算に含める。
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（参考）新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金（概要）

概要
○ 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止の措置の影響により休業させられた労働者のうち、休業手当の支払いを受けること

ができなかった方に対し、当該労働者の申請により、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金を支給する制度。

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延のための措置の影響により、事業主が休業※１させた中小企業の労働者及び
大企業のシフト制労働者等のうち、休業期間中の賃金（休業手当）の支払いを受けることができなかった労働者※２

主な内容

１ 対象者

２ 支援金額の算定方法

休業前の１日当たり平均賃金 × 60％ ×（各月の休業期間の日数 ー 就労した又は労働者の事情で休んだ日数）
① １日当たり支給額（8,355 円が上限※３） ② 休業実績

・１日８時間から３時間の勤務になるなど、時短営業等で勤務時間が減少した場合
でも、１日４時間未満の就労であれば、1/2日休業したものとして対象となる。

・ 週５回から週３回の勤務になるなど、月の一部分の休業も対象となる。（就労
した日は休業実績から除く。）

○ 令和２年４月からの休業を対象に令和２年７月に制度を創設し、その後対象期間の延長等を繰り返していたが、令和５年３
月の休業を最後に、支給対象となる休業期間は終了している。

令和２年４月 ～ 令和３年４月：11,000円が上限

令和３年５月 ～ 令和３年12月：9,900円が上限

令和４年１月 ～ 令和４年７月：8,265円が上限

令和２年４月～令和４年11月：80％

令和２年７月創設～令和５年３月終了

※１ 令和５年３月までの休業が対象
※２ 雇用保険被保険者ではない方も対象
※３ 日額上限に係る地域特例

緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域において、知事による、特措法第18条に規定する基本的対処方針に沿った要請を受けて
特措法施行令第11条に定める施設（飲食店、イベント施設等）における営業時間の短縮等に協力する事業主に雇用される労働者については、以下の日額上限を適用。

令和３年５月１日 ～ 令和４年９月30日：11,000円
令和４年10月１日 ～ 令和４年11月30日：8,800円
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＜令和５年7月末時点の累計＞
・支給決定件数：533万件
・支給決定額：3,712億円（うち大企業：249億円、中小企業：3,463億円）

（うち休業支援金：1,267億円、休業給付金：2,446億円）

（注）支給決定件数・支給決定額については、今後申請が来るケースや、申請中であるが事実関係の調査等を行っているケースもあり、今後増える可能性もあるため参考値。

（参考）休業支援金・給付金の支給決定件数・支給決定額の推移

※令和５年７月末時点の数値で集計
緊急事態宣言 緊急事態宣言

まん延防止等重点措置 まん延防止等重点措置

(億円)(万件)

支給決定額（億円）

支給決定件数（万件）

(休業月)
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（参考）緊急事態宣言に伴う新型コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の特例措置の対応

通常時 新型コロナウイルス感染症特例措置
（令和３年５月１日（注１）～12月31日まで）

新型コロナウイルス感染症特例措置
（令和４年１月１日～２月28日まで）

新型コロナウイルス感染症特例措置
（令和４年３月１日～９月30日まで）

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀な
くされた事業主 新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主 同左 同左

生産指標要件：３か月10％以上低下 生産指標要件を緩和：１か月５％以上低下 同左 同左

被保険者が対象 雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成
金の対象 同左 同左

休業の助成率：２/３(中小) １/２(大企業)

休業の助成率 中小：４/５（９/10）
大企業：２/３（３/４）

※地域特例(注３)、業況特例の対象(注４)
中小・大企業４/５（10/10）

同左 同左

休業・教育訓練の助成額の上限額は8,265円
（注５）

休業・教育訓練の助成額の上限額 13,500円

※地域特例(注３)、業況特例(注４)の対象
上限額 15,000円

休業・教育訓練の助成額の上限額 11,000円
※地域特例(注３)、業況特例(注４)の対象

上限額 15,000円

休業・教育訓練の助成額の上限額 9,000円
※地域特例(注３)、業況特例(注４)の対象

上限額 15,000円

計画届は事前提出 計画届の提出 撤廃 同左 同左
1年のクーリング期間が必要 クーリング期間 撤廃 同左 同左
６か月以上の被保険者期間が必要 被保険者期間要件 撤廃 同左 同左
支給限度日数 １年100日、３年150日 同左＋上記対象期間（別枠扱い） 同左 同左
短時間一斉休業のみ
休業規模要件：1/20(中小) 1/15(大企業)

短時間休業要件 緩和（一斉でなくても可）
休業規模要件：１/40(中小) １/30(大企業) 同左 同左

残業相殺 残業相殺 停止 同左 同左

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
助成率：2/3(中小) １/２(大企業)
加算額：1,200円

教育訓練の助成率 中小：４/５（９/10）
大企業：２/３（３/４）

※地域特例(注３)、業況特例(注４)の対象
中小・大企業４/５（10/10）
加算額：2,400円(中小) 1,800円(大企業)

同左 同左

出向期間要件：３か月以上１年以内 出向期間要件：１か月以上１年以内 同左 同左
（参考）リーマンショック時の特例措置の主な内容 ※雇用保険被保険者のみ対象

・助成率：中小企業8/10（解雇等なし9/10）、大企業2/3（解雇等なし3/4）
・上限額：雇用保険の基本手当日額の最高額

※ 助成率における（）は、事業主が解雇等を行っていない場合の助成率。
【令和４年１月から】原則的な措置、地域・業況特例のいずれについても、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。

（注１）新型コロナウイルス感染症特例措置における上限額・助成率の引上げは、令和２年４月１日から開始（ただし、令和３年５月１日以降とは上限額・助成率が異なる（注２に記載））。
（注２）令和２年４月１日～令和３年４月30日の上限額は一律15,000円、助成率は中小4/5(10/10)、大企業2/3(3/4)（令和３年１月８日～４月30日は、地域特例・業況特例に該当する大企業4/5(10/10)）。
（注３）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域において、知事による、特措法第18条に規定する基本的対処方針に沿った要請を受けて特措法施行令第

11条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事業主（各区域における緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用）
（注４）特に業況が厳しい全国の事業主（令和４年１月以降の休業については、生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比30%以上減少。なお令和４年４月以降は毎月業況を確認）。
（注５）令和４年８月以降の上限額は8,355円

（累計実績（令和５年５月末時点））※緊急雇用安定助成金を含む
・支給決定件数 806.4万件
・支給決定金額 6兆4,640億円

(注２)

(注２)

(注２)
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通常時 新型コロナウイルス感染症特例措置
（令和４年３月１日～９月30日まで）

新型コロナウイルス感染症特例措置
（令和４年10月１日～11月30日まで）

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主 新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主 同左

生産指標要件：３か月10％以上低下 生産指標要件を緩和：１か月５％以上低下 生産指標要件を緩和：１か月10％以上低下

被保険者が対象 雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成金の対象 同左

休業の助成率：２/３(中小) １/２(大企業)

休業の助成率 中小：４/５（９/10）
大企業：２/３（３/４）

※地域特例(注１)、業況特例の対象(注２)
中小・大企業４/５（10/10）

同左

休業・教育訓練の助成額の上限額は8,355円
休業・教育訓練の助成額の上限額 9,000円
※地域特例(注１)、業況特例(注２)の対象

上限額 15,000円

休業・教育訓練の助成額の上限額 8,355円
※地域特例(注１)、業況特例(注２)の対象

上限額 12,000円
計画届は事前提出 計画届の提出 撤廃 同左
1年のクーリング期間が必要 クーリング期間 撤廃 同左
６か月以上の被保険者期間が必要 被保険者期間要件 撤廃 同左
支給限度日数 １年100日、３年150日 同左＋上記対象期間（別枠扱い） 同左
短時間一斉休業のみ
休業規模要件：1/20(中小) 1/15(大企業)

短時間休業要件 緩和（一斉でなくても可）
休業規模要件：１/40(中小) １/30(大企業) 同左

残業相殺 残業相殺 停止 同左

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
助成率：2/3(中小) １/２(大企業)
加算額：1,200円

教育訓練の助成率 中小：４/５（９/10）
大企業：２/３（３/４）

※地域特例(注１)、業況特例(注２)の対象
中小・大企業４/５（10/10）
加算額：2,400円(中小) 1,800円(大企業)

同左

出向期間要件：３か月以上１年以内 出向期間要件：１か月以上１年以内 同左

（参考）リーマンショック時の特例措置の主な内容 ※雇用保険被保険者のみ対象
・助成率：中小企業8/10（解雇等なし9/10）、大企業2/3（解雇等なし3/4）
・上限額：雇用保険の基本手当日額の最高額

※ 助成率における（）は、事業主が解雇等を行っていない場合の助成率。
【令和４年１月から】原則的な措置、地域・業況特例のいずれについても、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。

（注１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域において、知事による、特措法第18条に規定する基本的対処方針に沿った要請を受けて特措法施行令第
11条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事業主（各区域における緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用）

（注２）特に業況が厳しい全国の事業主（令和４年１月以降の休業については、生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比30%以上減少。なお令和４年４月以降は毎月業況を確認）。

（累計実績）・支給申請件数（9/23） 7,205,748件
・支給決定件数（9/23） 7,165,252件
・支給決定金額（9/23） 6兆729億円
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（参考）新型コロナウイルス感染症関係事業主に係る雇用調整助成金の特例措置等の対応
通常制度 経過措置期間

（令和４年12月１日～令和５年３月31日） 令和5年４月１日以降の通常制度特に業況が厳しい事業主（注２）
（令和４年12月１日～令和５年１月31日）

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた
事業主 新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主（注１） 通常制度

生産指標要件：３か月10％以上低下 生産指標要件を緩和：１か月10％以上低下 通常制度（注３）

被保険者が対象 雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成金の対象 通常制度

休業の助成率：２/３(中小) １/２(大企業)
休業の助成率
中小：２/３（９/10）
大企業：１/２（２/３）

休業の助成率
中小：２/３
大企業：１/２

通常制度

休業・教育訓練の助成額の上限額：8,355円 休業・教育訓練の助成額の上限額
9,000円

休業・教育訓練の助成額の上限額
8,355円 通常制度

計画届は事前提出 計画届の提出 撤廃 通常制度（注４）

1年のクーリング期間が必要 クーリング期間 撤廃 通常制度（注５）

６か月以上の被保険者期間が必要 被保険者期間要件 撤廃 通常制度

支給限度日数：１年100日、３年150日

支給限度日数 １年100日、３年150日
※コロナ特例中（令和２年1月24日～令和４年11月30日）の日数はカウントしない。
※クーリング期間制度の適用除外となる事業主については、令和４年12月１日～
令和５年３月 31日の間において支給限度日数である100日まで受給可能。

通常制度
※コロナ特例中（令和２年１月24日～令和４年11
月30日）の日数は支給限度日数にカウントしない。

短時間一斉休業のみ 短時間休業要件 緩和（一斉でなくても可） 左記の特例措置を恒久化
休業規模要件：1/20(中小) 1/15(大企業) 休業規模要件：１/40（中小）、１/30（大企業） 通常制度
残業相殺：有 残業相殺：停止 通常制度（注４）

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
助成率：2/3(中小) １/２(大企業)
加算額：1,200円

教育訓練の助成率
中小：２/３（９/10）
大企業：１/２（２/３）

加算額：2,400円（中小）
1,800円（大企業）

教育訓練の助成率
中小：２/３
大企業：１/２

加算額：2,400円（中小）
1,800円（大企業）

通常制度

出向期間要件：３か月以上１年以内 出向期間要件：１か月以上１年以内 通常制度
不正受給事業主、労働保険料滞納事業主、労働法
令違反事業主等：支給対象外 支給対象 通常制度

※ 助成率における（）は、事業主が解雇等を行っていない場合の助成率。令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。
（注１）対象期間の初日が令和２年１月24日から令和４年11月30日までの間にある事業主に限る。
（注２）生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比で30%以上減少している事業主。なお、毎月業況を確認する。
（注３）コロナ前の期間との比較は不可。通常は1年前同期比較。
（注４）令和５年４月１日から同年６月30日までの間に判定基礎期間の初日がある休業等については、計画届の事前提出の免除等一部の取扱いを継続する。
（注５）コロナ特例を利用していた事業所が令和５年４月１日以降の休業等について通常制度を申請する場合、最後の休業等実施日を含む判定基礎期間の末日から

１年経過している必要がある（コロナ前は、対象期間終了後１年経過が必要）。

※ 通常制度移行後も、記載事項の大幅な簡略化や添付書類
の書類の削減を実施
例）休業実績一覧表について、日ごとの実績記載を不要とする

（合計のみとする）等
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コロナ特例（地域特例）*1

コロナ特例（原則）

日額上限

15,000円

(原則)
8,355円

9,000円

コロナ特例（業況特例）

業況が３ヶ月平均
30％以上低下した場合 *2

*1  地域特例は、各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用

*2 ３ヶ月の平均が30％以上低下（３年前までのいずれかの年の同期との比較）

*3  前年同期比で１ヶ月５％以上低下（前々年同期、３年前同期又は過去１年のうち任意月との比較でも可）

*4  令和４年度までは前年同期比で１ヶ月10％以上低下（前々年同期、３年前同期又は過去１年のうち任意月との比較でも可）

（参考）新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例措置 の経緯

12,000円

令和２年 令和３年 令和４年

日額上限：15,000円
助成率：中小4/5 （解雇なし10/10）

大企業4/5（解雇なし10/10）

１月８日

11,000円

13,500円

１月24日

※緊急事態宣言
等対応特例

12,000円

１～４月４～12月～３月 ３～９月１～２月５～12月 10～11月

日額上限 8,330円 15,000円 13,500円 11,000円 9,000円 8,355円

助成率

中小2/3
大企業1/2

※一部地域特例
あり

中小4/5（解雇なし10/10）

大企業2/3（解雇なし3/4）

※緊急事態宣言等対応特例 大企業4/5（解雇なし10/10）

中小4/5（解雇なし9/10）

大企業2/3（解雇なし3/4）

中小2/3

大企業1/2

生産指標要件 ▲10％以上 ▲５％以上 *3 ▲10％以上*4

・日額上限：9,000円
・助成率： 中小2/3 （解雇なし9/10）

大企業1/2（解雇なし2/3）

業況が３ヶ月平均

30％以上低下し

た場合*2

令和５年

・日額上限：12,000円
・助成率：中小4/5 （解雇なし10/10）

大企業4/5（解雇なし10/10）

経過措置

12～１月 ２～３月
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○ 雇用調整助成金の支給決定件数・支給決定額は、緊急事態宣言期間等には増加したものの、以降は減少傾向。

まん延防止等重点措置 まん延防止等重点措置

緊急事態宣言 緊急事態宣言 (億円)(万件)

支給決定額（億円）

（参考）雇用調整助成金の支給決定件数・支給決定額の推移

5類移行

支給決定件数（万件）

12

＜令和２年４月～令和５年７月の累計＞ ※令和５年７月末時点の数値で集計
・累計支給決定件数：629.7万件
・累計支給決定額：5兆9,870億円（うち大企業：9,401億円、中小企業：4兆9,538億円）
※企業規模不明が一定数存在

※支給決定件数、支給決定額は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例措置及び通常の雇用調整助成金の数値。



令和５年度の失業等給付関係の収支状況

（単位：億円）

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度
収支イメージ

収 入 4,087 21,600 15,453 1.62兆円

うち 保険料収入 3,809 3,908 7,801 1.59兆円

うち 失業等給付に係る
国庫負担金 230 17,550 7,444 0.02兆円

支 出 15,180 14,520 12,913 1.48兆円

うち 失業等給付費
13,826

（２年度以降育児休業給付
は区分経理）

13,093 11,552 1.26兆円

差 引 剰 余 ▲ 11,094 7,080 2,540 0.14兆円

雇用安定事業費へ貸し出し
※雇用調整助成金等に充当

（実際の支給額）

▲13,951
（30,094）

▲14,447
（22,373）

▲590
(8,186）

▲0.46兆円

雇用安定事業費からの返還 ０ ０ ０ ０

積 立 金 残 高 19,826 12,460 14,410 1.12兆円
（ 雇 用 安 定 事 業 費 へ 貸 出 累 計 ） （13,951） （28,398） (28,988） （3.36兆円）

（注）１．上記表のうち令和２年度、3年度、4年度は決算額（翌年度繰越額含む）。
２．令和２年度から育児休業給付にかかる収支を区分している。
３．各年度の積立金残高には、当該年度の決算の結果、翌年度において積立金として積み立てるべき金額が含まれている。
４．数値は、それぞれ四捨五入している。
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令和５年度の雇用保険二事業関係の収支状況

（単位：億円）

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度
収支イメージ

収 入 26,900 32,664 14,187 1.31兆円

うち 保険料収入 5,709 5,856 6,830 0.70兆円

うち 一般会計より受入 6,956 5,227 1,377 ０

うち 積立金より受入
（借り入れ）

13,951 14,447 590 0.46兆円

支 出 42,310 32,664 14,187 1.31兆円

うち雇用調整助成金等

36,782
（うち翌年度繰越

6,687）

27,333
（うち翌年度繰越

4,960）

8,845
（うち翌年度繰越

659） 0.66兆円

（雇用調整助成金） 36,374 26,613 8,356 0.64兆円

うち 上記以外 5,528 5,330 5,342 0.65兆円

差 引 剰 余 ▲15,410 ０ ０ ０

積 立 金 へ 返 還 ０ ０ ０ ０

安 定 資 金 残 高 0 ０ ０ ０
（ 積 立 金 か ら の 借 り 入 れ 累 計 額 ） （13,951） （28,398） （28,988） （3.36兆円）

（注）１．上記表のうち令和２年度、3年度、4年度は決算額（翌年度繰越額含む）。
２．令和２年度、令和３年度及び令和４年度の雇用調整助成金等の支出額において、令和２年度から令和３年度に繰り越して支出する額6,687億円、

令和３年度から令和４年度に繰り越して支出する4,960億円、令和4年度から令和5年度に繰り越して支出する額659億円がそれぞれに含まれている。
３．各年度の安定資金残高には、当該年度の決算の結果、翌年度において安定資金として組み入れるべき金額が含まれている。
４．数値は、それぞれ四捨五入している。 14



（単位：億円）

３年度 ４年度 ５年度

収支イメージ

収 入 7,904 7,898 0.80兆円

うち 保 険 料 収 入 7,812 7,799 0.79兆円

うち 育児休業給付に係る
国 庫 負 担 金 79 88 0.01兆円

支 出 6,656 7,117 0.78兆円

差 引 剰 余 1,249 780 0.02兆円

育 児 休 業 給 付 資 金 残 高 2,310 3,090 0.33兆円

（注）１．上記表のうち3年度、4年度は決算額。
２．育児休業給付資金残高には、当該年度の決算の結果、翌年度において育児休業給付資金として組み入れるべき金額が含まれている。
３．数値は、それぞれ四捨五入している。

令和５年度の育児休業給付関係の収支状況
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労働保険特別会計（雇用勘定）

雇用保険制度の安定的な財政運営を確保するため、臨時特例法では、以下の措置を講じている。

育児休業給付資金 積立金
（失業給付） 雇用安定資金③ ④

①
②

一般会計
累計 1.6兆円

累計 3.4兆円

累計 ▲1.5兆円

雇調金等財源累計
6.４兆円

累計 2.5兆円

雇用調整助成金の財源について

令和２年度末 0円
令和３年度末 0円
令和４年度末 0円

令和２年度末 2.0兆円
令和３年度末 1.2兆円
令和４年度末 1.4兆円

① 求職者給付等に要する経費について、経済情勢の変化や雇用勘定の財政状況を踏まえ、一般会計から繰り入れることができる。（～令和４年度）
② 新型コロナ対応休業支援金、雇用調整助成金等に要する費用の一部として、一般会計から繰り入れる。（～令和４年度）
③ 育児休業給付に要する経費を、積立金から借り入れることができる。（～令和６年度）
④ 雇用安定事業に要する経費を、積立金から借り入れることができる。（～令和６年度）

（注）令和4年度決算及び令和5年度当初予算を踏まえた額。

※令和４年度末 累計2.9兆円
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